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1980年代後半の東京におけるオフィス需要予測の再検討
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坪本裕之*
要約
本研究では、東京中心地域を対象として1980年代後半に出された床面積需要予測の果た
した役割を検討した。予測において、床面積の需要増加はオフィス従業者の増加と従業者
一人当たりの占有床面積(単位床面積)の増大に根拠づけられたが、単位床面積の具体的
な検討はなされていない。そこで、港区北東部を対象として、単位床面積の地域差とその
要因について検討を試みたところ、新規供給、それも大規模な供給が行われた地区で単位
床面積は拡大し、従来の小規模床面積供給地域では拡大は認められなかった。単位床面積
の拡大は、既存の業務地区では床面積取得に対して絶えず制約がかかるために困難である
と考えられる。そして、東京のオフィス床面積供給は、よりどころを従業者の増加に求め
景気変動に左右される傾向が強まっているC このように、需要予測をもとにした床面積の
大量供給は、オフィス供給の基盤そのものを大きく変化させている。
1.はじめに
(1 ) オフィスの大量供給の背景
東京は、バブル経済崩壊以降、大量の空室オフ
ィスを抱えている。この空室床面積は、福岡市中
心部の賃貸オフィス床面積の総量に匹敵する(生
駒データサービスシステム、 1996)。多くの場合、
この大量の空室は経済状況が好転し需要が拡大す
れば解消されるという見方が大勢である。しかし、
こうした大量空室の発生要因は、バブル経済崩壊
による需要減少よりもバブル経済期から継続して
*東京都立大学大学院理学研究科
いるオフィス床面積の供給過剰の方が大きいと指
摘されており (Tsubornoto、1998)、空室発生は単
に景気後退によるものではない。
オフィス床面積の大量供給が生じた要因は、需
要・供給それぞれの立場から次のように考えられ
る。需要側の要因として、経済のサービス化・ソ
フト化の進行や国内外企業の東京進出に伴うオフ
ィス従業者の増加、 OA化に伴うオフィス従業者一
人当たりの占有床面積の増加がある。それに対し
て、供給側の要因としては、過剰資本、つまり好
景気のもとで発生した余剰資金や企業の再編など
によって生まれた遊休地の有効利用があった。こ
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れらの要因はこれまで繰り返して説明されてきた
が、資本をオフィス市場に向かわせ両者を結び付
けるとき、オフィス需給の現状や予測に関する情
報の役割は大きいものと考えられる。需要予測は
将来的なオフィス床面積供給を調整するために出
されるものであり、 1980年代後半に多数の予測が
発表されている。これらの需要予測に対しては、
需要情報が供給を誘導しその後供給が大量に発生
した結果として、空室が増大したとする見方が妥
当とされている。
(2) オフィス床面積需要予測の検討
1980年代後半に入って、公的・民間のセクター
を問わず各種の団体によってオフィスの床面積需
要予測が発表されたが、なかでも1985年に国土庁
によって発表された「首都改造計画」の中で記載
された需要予測が最も代表的なものである。この
とき、空間政策においてはじめてオフィスの集積
が具体的な数値として表されたといってよい。具
体的な数字としては、 1985年から2000年までに、
東京23区の範囲である東京中心地域におけるオフ
ィス床面積の新規需要は約5000haになると予測さ
れた。
この床面積予測値は、オフィス従業者の予測値
にオフィス従業者一人当たりの床面積(以下、単
位床面積と称する)の予測値を乗じて算出された
ものである。他の需要予測もほぼ同様の算出の仕
方であるが、首都改造計画と同様に、過大な予測
値として批判されているものも多い。こうした批
判はほとんどがアウトプットに対して行われてお
り、算出されるプロセスの検討は1990年代後半ま
でなされなかった。
そこで、需要予測を構成する要素である「従業
者予測」と「単位床面積」それぞれについての検
討を行う。まず、従業者増加の根拠は、国内企業
の中枢管理機能の東京集中、国際金融機関をはじ
めとする外資系企業の日本進出や事業所サービス、
特に情報サービス業の増加、企業の情報化の推進
であり、東京のオフィス従業者は急激に増大する
と考えられた。業種で言えば、金融、通信情報に
携わる従業者の増加が予想されていた。
それに対して、単位床面積の拡大基盤はまずオ
フィス・オートメーションの導入にあると考えら
れた。 OAの導入は将来的にどの程度普及が進むか
予測しにくいが、石津(1987)によると概ねコン
ビュータ一端末が従業者一人に一台割り当てられ
た場合には、床面積は従業者一人当たりにつき 2
-3m2程度拡大するとしている。さらに、 OA導入
と同程度かそれ以上に、従業者数に対して余裕の
ある床面積の使用が意識され、執務スペースの拡
大には会議室やリフレッシュスペースなどの床面
積も期待された。 1980年代前半は、東京の国際化
がいわれ始めた時期であり、海外主要都市と比較
して東京の執務環境は脆弱であるとされ、東京の
業務環境を海外の主要都市と同じレベルにするこ
とが重要であり、その指標として単位床面積が位
置づけられた。このように、算出方法は床面積の
需要拡大を示す要素を端的に含んでいたことから、
需要予測はオフィス開発の正当性を強調したと考
えられる。
さらに、これらの予測で算出された「従業者J
と「単位床面積jの予測値を比べてみると、傾向
に違いがある。つまり、従業者予測は、景気変動
に左右されやすい指標であり、経済成長率予測を
基にして求められるため比較的検討が加えられや
すく、予測の聞で数値が大きく異なっているのに
対して、単位床面積は予測の聞には大きな差がな
い。これは、比較的安定して拡大する指標として
捉えられていることと、使用できる統計が限られ
ており、予測の自由度が限られているためである
が、単位床面積についての詳細な検討がなされて
きたわけではない。さらに、単位床面積の予測値
には重要な問題が存在する O それは一人当たりの
床面積はあくまでも対象としている地域の平均的
な値であり、その中での差はほとんど考慮されて
いないということである。実際に供給され需要さ
れる床面積は均一ではなく、むしろ多種多様であ
ることから、床面積供給に対して床面積需要予測
の実現可能性と予測の及ぼす影響は様々であるこ
とが考えられる。
こうした需要予測とりわけ単位床面積予測が現
実の都市空間変容に与えた影響についての分析・
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考察はなされていない。よって、実際のオフィス
床面積の需給調整に対して、単位床面積がどのよ
うに機能したかについて検討する必要がある。
2.東京中心地域における単位床面積の
動向
(1 ) 単位床面積の算出方法
単位床面積の現況値は具体的にはどのように表
されるのだろうか。前述のように、床面積需要予
測に用いたデータは異なるので、ここでは首都改
造計画で用いられたデータについて検討を行う O
首都改造計画では、従前の単位床面積の拡大傾
向を参考として、 2000年には単位床面積は17.0m'ま
でに拡大すると推計された。従前の単位床面積は、
課税対象となる事務所床面積を事業所統計におけ
るオフィス事業所の従業者数(事務所・営業所従
業者数の和)で割ることによって算出されており、
同様に、首都改造計画が発表された直後の1986年
から96年までの単位床面積の変化を検討する。
実際に単位床面積を算出する前に、需要・供給
それぞれの動向を把握する。 1986年から96年まで
の床面積供給は一貫して増加してきた。図 1は、
供給面積規模別に1987年から96年までに建築申請
された事務所面積を表したものであり、供給動向
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注)この図での床面積とは建築申請された面積であり、
必ずしも実際に建築された床面積を示さない。
(建築統計年報各年版より作成)
図1 東京中心地域におけるオフィス床面積の増加傾向
を規模別に検討する。全体の供給量は1993年を境
に大きく変化している。 1993年以後は需要の減少
と1991年の資金供給の総量規制を受けて供給は急
激に縮小しているものの、この期間を通じては、
ほほ半数が5000m'未満の規模の供給によって行わ
れている。それに対して、 3万m2を超える大規模
供給は、供給面積でも限られている。東京都企画
表1 東京中心地域におけるオフィス業種 (1996年)
産業大分類
全事業所
建設業
中分類 割合
61.2 
総合工事業 90.6 
建築工事業 90.4 
設備工事業 86.9 
卸売・小売業、飲食癌 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 88.0 
機械器具卸売業 92.9 
その他の卸売業 84.3 
金融・保険業 銀行・信託業 100.0 
証券業、商品先物取引業 90.4 
保険業 98.4 
サービス業 情報サービス・調査・広告業 96.9 
専門サービス業 84.4 
その他の事業サービス業 93.9 
全産業に対する従業者の割合が1%以上で、オフィス従業者が80%以上の業種。
(事業所統計より作成)
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審議室(1993) をはじめとして、バブル経済期の
オフィス床面積供給の特徴としてピルの大型化が
注目されてきたが、実際は中小規模の供給も継続
して重要な役割を果たしており、大規模供給が強
調され過ぎている感がある・。
次に、需要動向について把握を試みる。 1986年
には356万人であった東京中心地域のオフィス従業
者は、 1996年には430万人となり 10年間で74万人の
増加を見た。この従業者を吸収するために、オフ
ィスの床面積需要は旺盛であったと考えられる。
オフィス従業者の増加は、オフィス業種の成長に
よって支えられていたと考えられるが、そのオフ
ィス業種をオフィス形態の割合が高い業種と考え、
従業者の比率から取り出してみたのが表1である。
産業中分類に従ってみると、「情報サービス・調
査・広告業jや「専門サ}ピス業jなどの事業所
サービス業、「繊維・機械器具・建築材料却売業」
や「衣服・食料・家具卸売業」などの卸売業、「銀
行・信託業」ゃ保険業などの金融・保険業などで
ある。
こうしたオフィス業種は、 10年間でどのように
成長したのだろうか。図 2は1996年の産業分類を
1986年の分類に補正し、 1986年から96年のオフィ
ス従業者の変化を業種別に表したものである。ま
(年)
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ず、 1986年のオフィス従業者を業種別に見ると、
卸売業が最も多く、続いてサービス業、製造業、
金融保険業の割合が高い。 10年間で事業所サービ
ス業3業種の伸びが最も著しく、この 3業種で36
万人の増加があった。これは、全業種のオフィス
従業者増加数の約半数に相当する。町村(1994)
の指摘するように、事業所サービス業は国内外を
管理領域とする中枢管理機能の広範な活動を支援
する支援部門として、東京中心地域の経済を特徴
づけている。
さらに単独・本所・支所といった区分を経営組
織上の地位とみなし、従業者の比率で見たのが表
2である。東京中心地域全体では本所の割合が最
も高く、さらにその割合を増してきた。本所事業
所は中枢管理部門だけではなく一般事務部門や生
産部門など様々な部門を内包することが多いこと
からも割合が高くなるが、その比率はさらに高ま
っている。とりわけ卸売業や金融業、製造業など
は、本所の割合が高くなっており、これらの業種
では東京への管理部門の強化によって本所事業所
の規模拡大が生じているものと考えられる。とり
わけ、国内管理部門と国際管理部門の成長は著し
く、床面積需要の基盤のーっとなっていることが
わかる。
o 100 200 300 400 500 (万人)
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注)産業分類は産業大分類を基準としているが、太字は構成比が2%を占める産業(産業中分類)を示す。
(事業所統計各年版より作成)
図2 東京中心地域におけるオフィス従業者の割合と変化 (1986・96年)
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表2 産業中分類別に見たオフィス従業者の割合とその変化 (1986・96年)
単独
総 数
総合工事業
設備工事業
出版・印刷・同関連産業
化学工業
繊維・機械器具・建築材料等卸売業
衣服・食料・家具等卸売業
銀行・信託業
保険業
情報サービス・調査・広告業
その他の事業サービス業
専門サービス業
それに対して、事業所サービス業はそれぞれ割
合が異なる。その他の事業所サービス業は本所形
態の事業所が、専門サービス業は単独形態の事業
所が最も多く、 10年間で割合はそれぞれ上昇した。
この 2業種については組織化されているか否かの
違いはあるものの、もともとは企業の中枢管理機
能の一部として内部化されていたものが多く含ま
れていると考えられる(加藤、 1997)。こうした事
業所サービスの外部化は、中枢管理部門を支援す
ることから本所事業所の成長と大きく関連する。
従って、東京中心地域の床面積需要は、主として
中枢管理部門の増大と事業所サービスの成長に支
えられてきた。この点では、床面積需要予測にお
ける従業者予測の根拠と一致している。
(2) 単位床面積の検討
上記のような需給傾向のもとで、単位床面積は
どのように変化してきたのだろうか。 1986年と96
年の単位床面積の変化を比較すると、この期間に
単位床面積は増加した。具体的には1986年の
1 1.4m2から1996年には17.1m2までに拡大しており、
首都改造計画において考慮された2000年の予測値
にすでに到達していることになる O 当初考えられ
ていた拡大のペースよりも実際は急速に拡大した
事になるが、重要なのは、この数値はあくまで平
均値でありそのなかには差が存在することである。
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図3 東京中心地域における単位床面積の変化
図3のように23区それぞれについて単位床面積を
算出したところ、区ごとで差が見られた。全体的
に千代田や中央区などの都心区で大きく周辺区で
小さくなっている。
単位床面積の差の要因について、供給・需要の
影響に分けて考える。単位床面積は従業者と供給
床面積の相互作用により決定されるが、 1986年か
ら96年の従業者の増加と床面積の増加傾向を比較
すると、従業者よりも床面積の方が増加率は高く
なっていることから、単位床面積の拡大には床面
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積供給の増加が大きく関わっていることがわかる。
まず、大規模供給が進んだ区では単位床面積の
顕著な拡大傾向が見られたことから、供給規模に
よる影響が考えられる。つまり、江東区や品川区
などで顕著な拡大傾向が見られたが、これらの区
は都心区に隣接しており、 1990年代に入って大規
模供給が進んだ地区である。住信基礎研究所編
(1994)によると、竣工が新しい大規模ピルではセ
ミパブリック的な空間が多くなり、従業者数に対
して余裕のある大規模面積を取得できるために、
単位床面積は大きくなるという。また、都心部で
単位面積が大きいが、これは大規模供給に加えて、
銀行の庖舗部分を含んでいることが要因のーっと
して考えられる。それに対して、需要側の要因と
しては事業所の地位や業種に関する差異が考えら
れよう。
実際に単位床面積の拡大傾向について検討が行
われたのは、 1990年代に入ってからといってよい。
石津 (1994)は単位床面積について検討を行って
おり、そこで、都心部では単位床面積が大きく郊
外部では狭くなること、そして、 1965年から90年
にかけて単位床面積がおよそ 3倍にまで拡大して
いることを指摘した。さらに拡大要因にも触れて
おり、 1970年代の床面積の拡大は付属施設や福利
厚生施設の充実に依るところが大きいのに対して、
80年代にはOA機器の導入による影響が強いとして
w令E
注)黒円は1986年以前、白円は1986年から96年にかけて建築されたオフィス建築物を表す。新橋はー東新橋・西新橋を、浜
松町は芝大門・芝公園の一部を、虎の門は愛宕を、赤坂は元赤坂を含む。
図4 港区北東部におけるオフィス建築物の分布 (1996年)
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いる。同様に、住信基礎研究所編も単位床面積の
拡大とその要因に触れており、依然として床面積
に「根強い手狭感」のある東京では、諸外国に比
べて単位床面積の拡大が今後の需要増加に対して
果たす役割は大きいと指摘している。
これらの研究では、単位床面積の拡大はより新
しい大規模供給で進行していることについて言及
したが、中小の床面積供給における単位床面積の
拡大については明らかにされていない。供給され
る床面積の規模によって、単位床面積の拡大傾向
は異なるのだろうか。中小規模における拡大傾向
が大規模に対して小さかった場合、床面積供給の
規模は、一人当たりの床面積拡大に影響を及ぼし
ていると考えられよう。石津(1994)は、単位床
面積の拡大にかかる制約条件としてオフィス賃料
の高さを指摘しているが、具体的な説明に基づい
て指摘がなされているわけではない。
したがって、単位床面積が果たした効果は、空
間的に見れば不均等である O その時、単位床面積
の差はどのようにあらわれるのか、さらに、ミク
ロな空間レベルにおける単位床面積の差の把握が
必要となる。
3.東京都港区北東部における単位床面積
の変化
(1 ) 床面積需給の動向
この章では、ミクロな空間レベルにおける単位
床面積の差の把握を試みるO 前述したように、単
位床面積の拡大は、規模によって与える影響が異
なると考えられることから、供給される床面積の
規模との対応に注目する。
今回は、東京都港区北東部を分析対象地区とし
て取り上げる。研究対象地域は図4の通りで、分
析の基本となる単位地区は36町丁であり、それを
4つの地域にまとめた。対象地域に立地するオフ
ィス建築物は、住宅地図、東京都都市計画局によ
って作成された2500分の 1スケールの「建物現況
デジタルデータ」や現地踏査によって抽出し、そ
の数は2707件(1996年)となった。そのオフィス
建築物の分布もあわせて図4に示した。オフィス
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建築物は新橋で最も密に分布しており、続いて浜
松町、虎ノ門の順で密度は低くなり、赤坂では最
も分散的な分布をしているO その建築時期につい
て見ると、 1986年以前に建築されたオフィス建築
物が最も多いのは新橋であり、浜松町は1986年か
らの10年間でオフィス供給が急速に進んだことが
わかる。これは、既存の業務地域である新橋から
浜松町へと、東京中心の業務地域は拡大したこと
を示している。また、虎ノ門、赤坂も従来からの
業務地域を含み、北東から住宅地域である南西方
向にオフィス供給は広がっていった。その供給動
向を規模別に見たのが図 5であるが、供給される
床面積の規模は一様ではなく、地区の聞で大きく
異なる。新橋や浜松町で供給される床面積規模は、
5000m2未満の規模が過半数を占め小規模供給が多
いのに対して、虎ノ門、赤坂では、中小規模の供
給が新橋などと同様に進んだ一方で、 10万m2を超
える大規模供給が行われてきたことがわかる。表
3のように、オフィス建築物 1件あたりの平均床
面積規模を地区別に見ると、大規模供給が行われ
た虎ノ門、赤坂では平均規模の拡大が見られるが、
新橋や浜松町など、平均規模が従来より小さな地
区では10年間でむしろ縮小しており、新規供給が
(千nf)
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新橋 浜松町虎ノ門 赤坂
注)①は1986年の床面積、②は1986年から96年までの増
加分をあらわす。
(東京都「建物現況デー タ」、住宅地図各年版より作成)
図5 床面積規模に見たオフィス床面積の増加
調査が必要であり、現実的に把握は難しいため有
効床面積をもとにして考える。
港区北東部における単位地区別の単位床面積の
算出を試みた。単位床面積の算出手法は次の通り
である。まず、個々の建造物について延床面積の
算出を行う。需要予測と同様の課税資料を用いる
のが最も妥当であるが、今回は建物現況デジタル
データを元にして、オフィスピルごとの床面積を
算出した。具体的には、 GISソフトウエアを利用
しデジタルデータから読みとった建築面積に階数
を乗じて延床面積を算出した。しかし、延床面積
には明らかに庖舗など他の用途に使用されている
フロアが含まれる場合が多いため、オフィス以外
の床面積は住宅地図などにより確認し、フロア単
位で把握できるもののみを削除した。
次に、実際にオフィスとして使用可能な床面積
を考慮する。ビル有効率を70%と考え、延床面積
に0.7をかけて有効床面積を算出した。さらに、算
出した有効床面積を単位地区ごとに集計し、単位
地区の床面積の総量を算出した。その床面積を事
業所統計に掲載されている事務所・営業所従業者
数で割ると、単位地区ごとの 1人当たりの占有床
面積、つまり単位床面積が算出される。
以上の方法によって算出された1986年と1996年
の単位床面積の結果は、図6の通りである。図 6
によると、総じて単位床面積は均一ではなく、単
位地区の間で差が生じていることがわかる。新橋
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平均床面積規模の変化 (m2)
新橋 浜松町虎ノ門 赤坂
1169.9 1832.5 2757.2 2119.1 
1163.5 1591.1 3065.9 2263.4 
・6.4 -241.4 308.7 144.3 
(東京都建物現況データ他より作成)
必ずしも供給規模の拡大につながらないことを示
す。
以上の床面積供給動向に対して、床面積需要側
の動向について概観する。対象地域におけるオフ
ィス従業者の増加傾向を表4に示した。業務地域
の拡大部にある浜松町を除いてオフィス事業所数
は減少の傾向にある。また、従業者の変化は地区
によって差異があるが、事業所規模に相当する 1
事業所あたりの平均従業者数は概して拡大してい
ることから、港区北東部のオフィス床面積需要は
オフィスの件数よりも人員の増加に依るところが
大きいといえよう。
表3
???? ????
、」「
?
?? ?
??】
?????
、
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(事業所統計、東京都都市計画局資料、住宅地図他より作成)
港区北東部における単位単位床面積の変化 (1986・1996年)
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港区北東部におけるオフィスの変化 (1986・96年)
(2) 単位床面積の変化
ひとくちに事務所床面積といっても、オフィス
の定義に基づいて考慮する範囲が異なる。石津に
よると、オフィス床面積の算出基準には、延床面
積・有効面積・執務面積の 3つのタイプがあると
されている。ピルの全ての床面積を合計する延床
面積に対して、有効床面積は延床面積から共用部
分を除いた床面積である。さらに、執務床面積は
机や椅子のほか、内部通路や書類棚などのスペー
スから成り立ち、最も狭義のオフィス床面積とい
える。一般的に、有効床面積は延床面積にビル有
効率 (60~70%) を乗じた値にほぼ等しく、執務
床面積は有効床面積の50%程度と考えられている。
共用部分を含めると大規模供給ほど単位床面積が
大きくなる可能性があることから、執務床面積で
捉えるべきであるが、詳細な内部の床面積利用の
新橋 浜松町虎ノ門 赤坂
-1207 145 -220 -379 
42358 9693 8099 ・3767
11.2 2.0 3.4 2.2 
(事業所統計各年版より作成)
表4
事業所数
従業者数
平均従業者規模
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や赤坂のなかでも従来からの業務地区で小さく、
新規供給が行われた地区で大きい値を示す。さら
に、 1986年から96年までの単位床面積の変化を見
ると、単位床面積の拡大が認められた地区と、認
められない地区に分けられる。各区ごとに算出さ
れた単位床面積はあくまでも対象地域の平均でし
かないことがわかる。また、拡大が認められない
地域は、新橋や赤坂などの従来からの業務地区や、
浜松町の一部である。さらに、単位床面積が拡大
している地域と、ほとんど変化のない地域との差
は拡大する傾向にあり、既存の地域での単位床面
積は停滞しており、新規供給の多い地域では単位
床面積は増大していると考えられる O ただし、単
位地区ごとに単位床面積を見ると、極端に値が大
きいものが見られるが、これは、事業所統計の事
務所・営業所従業者数が、必ずしも的確に地区の
オフィス従業者を反映していないことが大きな要
因であろう。
4.オフィス供給の基盤と需給予測の意味
(1) 単位床面積の差の発生要因
前章では単位床面積の差が確認できたが、単位
床面積の差が生み出される要因について検討が必
要である。
まず、床面積の供給動向に基づく要因を考える。
前述したように、大規模供給では単位床面積は大
きくなることは従来から指摘されており、逆に小
規模供給の場合は単位床面積は小さくなることが
考えられる。そこで、床面積規模によって床面積
拡大にかかる条件の違いがあり、とりわけ小規模
供給では、床面積拡大に制約が生じると考えられ
る。より具体的には、小規模供給の増大は、床面
積需要側から見てまとまった面積が取得できない
という制約を生じさせているのではないかと考え
られる。そこで、単位地区の合計床面積を棟数で
割って平均床面積規模を算出し、単位面積と供給
される床面積規模との対応をみたが、図7に示す
とおり明瞭な関係は見られなかった。大規模供給
が行われた虎ノ門、赤坂の一部では単位床面積が
突出して大きな地区はあるが、その他では平均床
(.1) 
35.0 
30.0 
• 
25.0 I 。
i医10.0 
5.0 
。
。
0.0 
o 2000 4000 6000 8000 10000 
山 >VVVV(.1)
平均床面積規模
(事業所統計、東京都「建物状況デー タ」、住宅地図他よ
り作成)
図7 単位床面積と平均床面積規模 (1996年)
面積規模とあまり関係がない。特に、平均床面積
規模が1000m2前後で、は、単位床面積の値に大きな
バラツキが見られる。
先述したように、実際は単位床面積の拡大傾向
は大規模供給の地域で大幅に拡大しているものの、
ある程度の供給規模になれば、規模の大小に関わ
らず新規供給の多いところで単位床面積は拡大し
ている。逆に言えば、既存の小規模供給地域では、
単位床面積の拡大は起こりにくいことになる。住
信基礎研究所編は、この要因として、単位床面積
の拡大が移転や借り増しによって床面積が拡大す
る時と、人員が減少する時に生じることによるた
めと考えられているが、既存の地域では床面積の
取得に対して制約がかかりやすいことも表してい
る。つまり、バブル経済期には供給が増大したも
のの需要も増大したために空室が不足し、それに
合わせて賃貸料も高騰したことから、さらなる床
面積の取得に大きな制約がかかる。また、バブル
経済期以後には、生駒データサービスシステムに
よると 4万円台から 2万円台へと賃貸料は下落し
たが、企業の設備投資が抑えられていることから、
床面積を拡大させるような需要も可能な限り抑制
される。とりわけ従来からの業務地域では、床面
積取得に対して絶えず制約がかかっていたと考え
られる。よって、単位床面積の増加は新規供給が
大量になされ、それも安い賃貸料のもとでなけれ
ば顕在化しないことになり、単位床面積の拡大は、
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需要側は「手狭感Jに不満を持ちながらも、実際
には床面積需要の積極的な要因とはなりにくいと
考えられる。
よって、単位床面積の拡大傾向が見られない既
存の小規模供給地域では、床面積の増加の基盤が
大きく揺らいでいる可能性がある。先述したよう
に、 1980年代以降のオフィス床面積の増大は、従
業者の増加と単位床面積の拡大の二大柱に支えら
れると考えられたが、実際の単位床面積の拡大傾
向は地域的な偏りがある。現実は、既存の小規模
供給地区では床面積取得にかかる制約条件から単
位床面積は拡大しにくいことが示されたが、床面
積の供給が床面積需要予測に基づいたものならば、
実際には単位床面積の増加という床面積の増加基
盤をすでに失っていることになる。よって、床面
積の増加のよりどころをもう一方の基盤である従
業者の増加に依存する傾向が強まっており、従業
者の増加が経済状況に大きく左右されることを考
えると、小規模供給においては、この変化の過程
でオフィス市場の経済変動に対する依存度がます
ます強まったと考えられる。
次に、床面積を需要する企業の視点から考えら
れる床面積需要の差について検討する。実際に、
オフィス従業者数はどのように変化したのだろう
か。以下では、需要企業の立地変化に基づく要因
の検討を行う。事務所の従業者規模とその変化に
ついて、各単位地区のオフィスの平均規模が拡大
していることは前述したが、その従業者の増減の
よりどころについて、産業部門別に従業者の変化
を見る。表5はオフィス形態の割合の高い業種に
ついて1986年から96年の従業者数の変化を示した
ものである。製造業、同様に製造業オフィス従業
者の減少と金融・事業所サービス業の増加が傾向
として見て取れる。製造業や卸売業から金融、事
業所サービス業へと産業構成が変化しており、床
面積供給を成立させる基盤の変化が把握できる O
また、地位別の事業所数を見ると、業務地域の拡
大地域である浜松町や虎ノ門では全ての地位で増
加しているものの、新橋や赤坂では本所・支所事
赤坂
虎ノ門
浜松町
新橋
際語調
o 2000 4000 6000 8000 10000 
(件)
注)上段が1996年、下段が1886年の事業所数を表す。
(事業所統計各年版より作成)
図8 港区北東部における地位別事業所数の変化
(1986-96年)
表5 産業中分類別に見た従業者数の変化 (1986・96年)
新橋 浜松町 虎ノ門 赤坂
従業者総数 33854 8744 5051 -18473 
総合工事業 39 664 515 圃176
設備工事業 -4160 -670 32 889 
出版・印刷・間関連産業 晴2598 -177 -658 -711 
化学工業 -641 -580 174 532 
繊維・機械器具・建築材料等卸売業 -2976 -2564 -2828 -633 
衣服・食料・家具等卸売業 -757 3039 -877 -3476 
銀行・信託業 31 164 656 608 
保険業 -124 627 559 512 
情報サービス・調査・広告業 -2972 2658 84 1260 
その他の事業サービス業 50915 1501 374 499 
専門サービス業 -1686 73 891 脚224
(事業所統計各年版より作成)
坪本:1980年代後半の東京におけるオフィス需要予測の再検討 83 
業所ともに減少していることがわかる(図8)。こ
こで取り上げる事業所はオフィス形態だけに限ら
ないが、床面積需要の基盤が、業務地域の拡大部
においては本社オフィスや支庖や営業所などの出
先機関であり、既存の業務地域では、本所・支所
事業所の減少によって、単独事業所に依存する傾
向が強まっていると考えられる。ただ、このよう
な地位の違いがどのように単位床面積に影響する
かは、今回は明瞭な結果としては確認できなかっ
た。
(2) 床面積の増加基盤と需給予測の影響
床面積の増加基盤が従業者の増加に依存する傾
向が強くなればなるほど、従業者数の急激な変化
に対して供給は対応できなくなるため、オフィス
床面積の増加基盤の変化は、空室の発生と大きく
関わっていることになる O 賃貸オフィスの空室の
発生とはどのような関係にあるのだろうか。 1996
年における空室率は、赤坂・虎ノ門・浜松町では
概ね6-8%であるのに対し新橋では11.2%と最も
高く(生駒データサービスシステム、 1996)、小規
模供給が卓越する既存の業務地域では、空室の発
生が高い確率で現れることになるO
つまり、床面積の拡大予想は、床面積取得に対
する制約条件の少ない新規供給、とりわけ大型ピ
ルの増加を促進す石ものであったが、現実には大
量の小規模供給が先行する結果となった。その一
方で、小規模供給も大規模と同様にオフィス床面
積増加を支えてきた。小規模供給の大量先行は開
発の相対的な容易さによるためであるが、同じ床
面積規模の間で、テナント獲得競争をさらに激し
いものにした。よって、小規模供給の増加は互い
を競争状態に置く傾向を強め、ますます従業者の
増加に床面積増加の基盤を依存することになる O
例えば、中小規模床面積供給を行っているピル業
者の多くは、空室の発生は「景気の後退」による
ものと捉えている(東京都港区、 1998)。これは、
単位床面積の増大という基盤の安易な考慮がひい
ては景気変動への依存につながることを示してい
る。
ところで、単位床面積の差については、需要予
測の算出段階で全く考慮できなかったのだろうか。
前の章では首都改造計画の策定において単位床面
積の差についての詳細な検討はなされていないと
記したが、実際には単位床面積の差の存在は1970
年代後半にすでに指摘されていた。例えばイ国土
庁大都市圏整備局が1981年に発表した報告書では、
単位床面積についての区ごとの差の存在が報告さ
れているが、これが首都改造計画を策定するため
の調査報告であったことは大変興味深い。報告書
の中では、この差の発生要因については考慮され
ておらず、首都改造計画の床面積需要予測でも当
然ながらこの占有床面積の差は考慮されなかった。
床面積の差と与える影響については、過小に評価
されていたと考えられる。多少なりとも差異の分
析がなされており、その結果を少しでも予測に反
映させることが出来れば、規模別に床面積供給が
抑えられ、空室の発生もより少なく抑えられたの
ではないだろうか。
5.おわりに
都市空間の変容において、都市主体相互で行わ
れる調整過程は重要な役割を持っと考えられるが、
変容プロセスにおける調整の位置づけを検討した
研究の蓄積は必ずしも多いとは言えない。今回研
究の対象とした床面積需要予測は元来は床面積需
給の調整機能を有しているが、 1980年代後半に出
された東京中心地域の需要予測の多くは、需給の
ギャップを拡大したと考えられる。
需要予測においては単位床面積の増大は基盤の
一つであったが、単位床面積は従来からの業務地
域では変化がなく新規供給地域で進行したことを
考えると、単位床面積の拡大は新規床面積供給の
増大がなければ顕在化しない基盤であり、従業者
の増加が既存地域から新規地域へと業務地域を拡
大させるブッシュ要因で、あるとすれば、新規需要
を引き出すプル要因といえる。需要予測において
は、単位床面積拡大の役割は過大視されていたと
考えられ、もう一方の基盤である従業者の増加に、
床面積増加のよりどころをますます求めるように
なる。
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いうまでもなく、分析対象が東京都港区の一部
地域であるため、この結果を東京中心地域の傾向
として当てはめるのには無理があるが、この需要
予測の論理に基づいて床面積供給を継続すれば、
ますます経済変動に供給拡大のよりどころを依存
せざるを得なくなる地域が発生することになる。
この点については、あくまでも予察的であるがそ
の可能性について言及することが出来た。
需要予測の多くが西暦2000年を対象としている
ため、最終的な評価はこれから行われると思われ
るが、本研究の結論として示したいのは、政府を
はじめとして各種機関が発表した情報の不備だけ
でない。むしろ問題となるのは、市場情報の不足
や偏在性であり、限られた市場情報のなかで床面
積需要予測が重要な情報として作用してしまった
点であるO さらに、情報の妥当性についての判断
が、事業主体によってより詳細に検討されていた
かどうかも問題となる。住信基礎研究所編は、オ
フィス床面積需給の自動調整機能の重要性につい
て言及しているが、事業者の的確な判断が重要で
あり、情報の整備と事業者の判断力がなければ成
立しない。まずは市場情報の流通とその整備が必
要となるが、今回使用した建物現況データのよう
に、企業や個人の情報に関わるデータの守秘性に
よって研究分析の自由度が制限されてしまうこと
が多い。このため、従来の東京中心地域および東
京大都市圏の空間整備政策において、オフィスや
中枢管理機能の集積は重要課題として位置づけら
れてきたものの、組織化され効果を挙げた研究は
数少ないように思える。よって、目下検討が進め
られている首都機能の移転問題をはじめとした都
市地域の空間整備を行う場合には、こうしたデー
タをより自由に扱うことが可能となる「オフィス」
立地に関する公的な調査研究機関を設立し、情報
の整備を推進していく必要があるのではないだろ
うか。
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羽山 isa study of the role played by predictions of office floor space demand血 thecentral 
Tokyo紅白血thelatter half of 1980s.官leprediction of an increase in floor space demand was 
based on two assumptions: firstly， an increase of floor space per office worker; and secondly， an 
increase in the number of office worker. Nevertlleless， no studies of floor space requirements per 
office worker and its transition had even been undertaken. The author tried to examine the differ-
ences and the factors responsible for an increase担floorspace per worker泊 thenortheast pa此 of
Minato ward. 
Observations indicated that although the floor space per worker increased in areas where 
large amounts of new floor space were available， the floor space per worker did not increase回
parts of Minato ward where only sma1l floor spaces were available. We could observe the difficulty 
匝expanding出efloor space per worker in the latter c部 e.
Analysis indicated a correlation between the office floor space supply and the increase in the 
number of the office workers， rather than the spatial requirement of each worker. Furthermore， 
the trend that the office supply is influenced by fluctuation in business conditions is becoming 
more apparent. 
官lelarge supplies of floor space based on demand forecasts in Tokyo since the latter half of 
1980s has changed the nature and the basis of office space supply. 
